予算要求資料
平成2８年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名  岐阜県ゼロエネルギーハウスプロジェクト推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　商工労働部 新産業振興課 次世代エネルギー係 電話番号:058-272-1111（内2935）
E-mail： c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    　6,500千円（前年度予算額：  6,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	6,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,500

	要求額
	6,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,500

	決定額
	6,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,500


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　岐阜県次世代エネルギービジョンの着実な達成の為には、先ずは省エネ対策が重要である。新築住宅に対し、太陽光発電や燃料電池といった創エネ設備は、後からでも導入可能であるが、省エネ対策に寄与する建物の躯体性能（断熱性や気密性）を向上することは困難である。これはつくり手である設計士や工務店等の知識や技術力が不十分であるため、住まい手に対する説明が不十分であるのに加え、住まい手への周知不足といった現状がある。さらに建物性能は施工次第で良くも悪くもなるが、その具体的な現状もあまり知られていない。これは住まい手とつくり手が相互にわかりやすい情報がないことが課題であり、それらを打開する必要がある。
（２）事業内容

次世代住宅普及促進協議会（構成団体数２０３、一般会員１８７）
　●総会　１回／年　幹事会　１回／年
　　事業計画、事業報告、実証事業や調査事業の成果公表、意見交換等を実施。

　●研究会　６回／年
　　壁や部屋の比較実験を実施。住まい手とつくり手の両方にわかりやすく理解してもらえるガイドブックや施工マニュアルに利用可能なデータを蓄積。
　●人材育成　次世代住宅塾　総合編５日間×１回
　　　建築実務者を対象に、過去の次世代住宅塾で実施した内容の総論を中心にゼロエネ住宅に関する技術講習会を実施する。
　●ビジネスマッチング
　　　企業対消費者間取引の拡大と啓発を図り、産業振興を推進。

　●普及啓発
　　チラシなど広告媒体を使用し、一般の住まい手への普及啓発を実施。

（３）県負担・補助率の考え方

　　本事業は次世代エネルギービジョンにもとづくものであり、県が行うことが妥当である。ビジネスマッチングについては、企業負担を求め、会場準備や広報、シンポジウムは県が負担。
（４）類似事業の有無
なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	231
	協議会顧問、人材育成プロポ審査、シンポジウム講演会の謝金

	旅費
	210
	協議会打合せ、人材育成・ビジネスマッチング打合せ、管理

	需用費
	1,110
	消耗品コピー代、会議費お茶代、普及啓発パンフレット印刷代

	役務費
	69
	通信運搬費

	委託料
	3,796
	人材育成事業、ビジネスマッチング事業

	その他
	1,084
	備品（小型サーモグラフ、温度湿度計、照度計等）会議室使用料

	合計
	 6,500
	


	　決定額の考え方　

　


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　岐阜県成長・雇用戦略、岐阜県次世代エネルギービジョンに基づく。
（２）事業主体及びその妥当性
　岐阜県次世代エネルギービジョンに基づき、省エネ対策、次世代エネルギーインフラの導入に向けて、県が事業実施をしていく。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　一般家庭への次世代エネルギーの導入により、岐阜県内のエネルギー消費量（原油換算）において、２０２０年で１４．５％、２０３０年で３０．５％削減する。※岐阜県次世代エネルギービジョンによる


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	太陽光発電の導入
（世帯）
	28,030
（H24）
	34,786
（H25）
	（H  ）
	（H  ）
	75,000
（H32）
	％


	次世代エネルギーインフラの導入（世帯）
	12
（H24）
	12
（H25）
	（H　）
	（H　）
	65,000
（H32）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

●幹事会１回　●総会１回　
●次世代住宅研究会「熱移動の理論と壁の屋外熱貫流実験」計５回　３５団体参加
●人材育成　次世代住宅塾 実践編（全３回×岐阜・東濃地域）延べ１４８名参加

●人材育成　普及啓発 岐阜発・まるっとエネＫＥＮバスツアー　３３名参加


（前年度の成果）・
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　

太陽光発電設置戸数

　　３４７８６戸（平成25年）→３７８２１戸（平成26年）※累計


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	エネルギー・環境問題は、国において最も重要な政策課題の一つです。県としても、エネルギー需要側からの観点、ならびに地域産業振興の観点から、積極的に関与し、取り組む必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	協議会設立（平成25年3月、会員数131）以降、協議会会員数1.5倍以上に増えており、本分野への意識の高さが伺える他、県内のゼロエネルギーハウスの戸数は着実に増えており、今後もこれまでの活動を一層推し進めていく。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	前年度の次世代住宅塾のアンケート結果を基に、次年度の受託内容を改善することで、参加者のニーズに応えている


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
●施主である住まい手への啓発と普及への取組について。

　●設計通りの性能の出せる施工方法について。
●施工面での人材育成の実施。

　●ビジネスマッチングなど産業振興への取組について。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　業界ニーズに基づく実効性のある協議会事業に加え、これまでの実証データの公開等による産業振興への取組や、新たな世代の岐阜モデルゼロエネルギーハウス住宅の研究を一層推し進めます。


